
○ 副社⾧の倉坂でございます。
○ 本日はお忙しいところ、弊社説明会にご参加いただきまして誠にありがとうございます。
○ 本日はまず、第1四半期決算及び今期業績予想の概要、また、中計の進捗等につきまして私の方からご説明させていただきます。その後、部⾧の小田より決算の詳細につきましてご説明いたします。



○ それでは資料の1ページをご覧ください。
○ 第1四半期につきましては、連結営業収益が2,019億円、連結営業損失が▲493億円、連結当期純損失が▲320億円でございました。
○ 収入につきましては、3度目となる緊急事態宣言発出及びその延⾧、範囲の拡大等に伴い移動需要が減退し、低調に推移しました。費用は、安全の確保を前提に削減を実施した結果、対前年▲274億円減となりました。なお、前期の実績は、「収益認識に関する会計基準」を遡って適用した後の数値です。
○ 22年3月期につきましては、第1四半期実績の反映に加え、コロナ影響の⾧期化を踏まえ、回復局面の時期を見直すなどした結果、連結営業収益を1兆520億円～1兆890億円、連結営業損失を▲1,290億円～▲940億円、連結当期純損失を▲1,165億円～▲815億円に修正いたします。
○ コスト削減の上積みや資産売却の追加といった収支改善策を講じたものの、非常に残念ながら2期連続の赤字として業績予想を修正しました。
○ なお、赤字予想となりましたが、⾧期安定的な配当を重視する方針に基づき、1株当たり100円とする今期の配当予想は据え置きます。



○ 2ページをご覧ください。本日のポイント3点でございます。
○ 1点目、今期運輸収入の下方修正についてです。回復の想定等の前提を見直していますので、この後ご説明いたします。
○ 2点目、収支改善策についてです。運輸収入の厳しい見通しを受け、コスト削減や資産売却などの収支改善策を追加しています。コスト構造改革の取り組みや今後の需要回復も見据えた地域共生等の取り組みも合わせてご紹介いたします。
○ 3点目は、中計見直しで掲げた施策は確実に進捗しているということです。回復の時期こそずれるものの、本質的な経営課題は変わっておらず、構造改革をはじめとした取り組みを着実に進めるとともに、今後の成⾧機会を逸することなく、歩みを進めていきたいと考えております。



○ 3ページをご覧ください。運輸収入の前提でございます。
○ 4月の期首想定と比較しますと、ワクチン接種や諸外国におけるその後の行動制限緩和の事例なども参考に、回復局面に入る時期、また回復のペースを見直しております。
○ 具体的には、9月末～10月末までは足元の水準が継続し、その後回復局面に入り、概ね4ヶ月かけて9割の水準に達するという前提に見直しました。なお、ワクチン接種とその後の行動制約解除の見通しにつきましては、未だ不透明であるため、今回、幅を持たせた想定としております。



○ 4ページをご覧ください。次に中計見直しの進捗についてお話しいたします。
○ まず最重要戦略であり、経営の根幹である安全についてです。
○ 17年12月ののぞみ34号の台車に亀裂が発生した「重大インシデント」を受け、安全性向上に向けたハード・ソフト両面の取り組みを推進してまいりました。これらの取り組みの更なる定着と進化、風化防止を図ることを目的に、教育設備を整備し、6月から教育に活用しています。
○ また、お客様に安心してご利用いただくため、「リアルタイム混雑情報提供サービス」を大阪環状線等で6月から新たに開始しております。



○ 次に、5ページをご覧ください。
○ 昨年10月に公表した「中計2022見直し」策定時に想定した社会行動変容に基づき、運輸収入は「9割」までしか戻らないとの仮定を立てました。
○ それから半年以上が経過し、策定時に想定していた社会行動変容は時間の経過と共に鮮明化していると認識しています。
○ 今後も鮮明化していく社会行動変容に呼応し、構造改革をはじめ、中計2022見直しに掲げた打ち手を着実に推進してまいります。



○ 続いて6ページをご覧ください。
○ コスト構造改革については、運輸収入がコロナ前の9割にとどまっても安定的な利益を確保できるよう、構造的なコスト削減の取り組みを進めておりますが、本格的な効果の発現は次期中計期間になる見込みです。
○ そこで足元の厳しい状況を踏まえ、今期のコスト削減については連結で▲140億円積み増し、▲1,240億円の削減、さらに一時帰休実施による収支改善効果を加味しますと▲1,300億円の削減。加えて、約300億円の資産売却を計画しております。
○ まだまだ緊急的コスト削減が中心でありますが、スライド右側にお示ししたとおり、少しずつではありますが、コスト構造改革についても着実に進捗させています。



○ 7ページをご覧ください。非鉄道事業においても取り組みを進めています。
○ 不動産業においては、昨年の私募ファンド1号に続き、2号ファンド設立に向けた準備を進めており、今期の投資家向け販売事業について100億円規模を計画しております。引き続き、事業スキームの多様化を図りながらまちづくりの機会を獲得し、グループ全体の収益拡大と資産効率向上を図ってまいります。
○ ホテル業では、すでに一部の直営レストランを休業・閉店、テナントを誘致するなど、非宿泊部門の縮小・撤退、あるいは間接部門の効率化を通じて採算性向上を進めています。中核プロジェクトの推進とブランド再構築を通じて、地域の皆様、訪れる皆様をお迎えする舞台として磨き上げ、グループ全体の収益拡大につなげていきます。
○ 旅行業についても確実に構造改革を進捗させています。20年12月に194あった店舗数は今年6月末時点ですでに半減し、94店舗にまでなりました。ビジネスモデルの抜本的な見直しを通じ、スライド右下に記載した成果を目指します。



○ 8ページをご覧ください。続いて、地域共生の深耕の進捗につきましてご説明します。
○ 新幹線につきましては、EXサービスの機能拡充を次々行っています。コロナ禍を経て鮮明化したデジタルシフトの加速に対応し、新幹線の競争力をさらに引き上げてまいります。
○ 近畿圏におきましては、居住地立地、市中展開のSCとしては3店舗目となる、夙川グリーンプレイスを9月に開業いたします。
○ 持続可能な交通サービスの実現に向けましては、地域公共交通計画に関して芸備線沿線の自治体に申し入れを行わせていただきました。



○ 9ページをご覧ください。次に「新たな価値創造」についてです。
○ 先日、鉄道事業用の光ファイバネットワークを活用した新たなサービス展開について発表しました。既存の事業資産を新たな用途で活用する画期的な施策です。本年秋以降、順次サービスを展開してまいります。
○ 「鉄道のある暮らし」では、今月新たに高槻にシェアオフィスを開業したほか、Suita SSTの居住者様を対象とする「都市圏居住と地方連携」に向けたプロジェクトを始動させました。
○ 自動改札機のCBMソリューションにつきましても、自社での活用のみならず、同じ悩みを抱える他の鉄道事業者様に向けまして、すでに具体的なご提案を進めさせていただいております。



○ デジタル戦略につきまして、10ページをご覧ください。
○ 社会行動変容の結果として、リアルの価値が再認識されることとあいまって、それを求める手段としてのデジタルへのシフトが加速しています。例えば、昨年度、コロナ影響という特情はあるにせよ、山陽新幹線の指定席におけるネット予約比率は46%、近畿圏におけるIC利用率は84%にまで達しています。
○ デジタルとリアルの一層の融合に向け、6月にはMaaSアプリの機能向上などについて、複数発表させていただきました。
○ 既に運用を開始しているWESTERや、23年春リリース予定のモバイルICOCAをキーデバイスとして、一人ひとりのニーズに対応したシームレスな移動や生活サービスを提供してまいります。



○ 最後に、11ページをご覧ください。
○ 今期黒字化を目指して取り組んできたところ、大変残念ではありますが、今は非常に厳しい状況と認識しています。
○ ただ、回復の時期はずれましたが、コロナ収束後に向けた中⾧期的な経営課題が変わるわけではありません。構造改革は着実に進んでおり、引き続きしっかりと取り組んでいく考えです。
○ ワクチン接種も進んでおり、下期に向けては明るい兆しもあり、グループを挙げて回復に取り組んでまいる所存です。
○ ご覧のとおり、今後の成⾧に向けて様々な取り組みを進めてまいりました。これら豊富な機会を逸することなく、皆さまと共に「変革・復興」、さらには「進化・成⾧」に向け歩んでまいります。
○ 私からの説明は以上です。



○ 総合企画本部企画部⾧の小田でございます。私からは、決算内容につきまして、ポイントを絞って補足説明いたします。



○ まずは13ページをご覧ください。単体決算の概要でございます。
○ 営業収益は、コロナ影響がやや軽減したことにより、前年同期と比較して260億円増加しました。
○ 営業費用は、安全に関する施策や感染防止対策を着実に推進したうえで、不急施策の時期調整等、固定費の節減に最大限努めたことにより、前年同期より▲136億円減少いたしました。
○ しかしながら、四半期全体を通じてまん延防止等重点措置や緊急事態宣言等の影響を受けたことにより、営業損益では▲423億円の損失、四半期純損益は▲235億円の損失と、各利益項目で赤字となっております。



○ 14ページをご覧ください。運輸収入につきましても、コロナ影響がやや軽減したことにより、前年同期比で268億円の増加となりました。
○ 内訳としまして、新幹線が145億円、近畿圏が93億円、その他在来線が30億円、それぞれ増加しました。新幹線の145億円増の内訳は、山陽新幹線が128億円、北陸新幹線が16億円増です。





○ 16ページは、単体営業費用について説明してございます。
○ まずは人件費でございますが、前年度は特別損失にカウントしておりました一時帰休関連費用を計上したことに伴う反動増はあるものの、賞与水準の見直しや人員減等により、▲62億円減少いたしました。
○ 次に修繕費ですが、不急の工事について時期調整を行ったことなどにより、▲21億円の減少となっております。
○ 業務費につきましては、会社間清算の減、厳しい経営環境をふまえた広告宣伝費の節減等により、▲18億円減少いたしました。
○ その他営業費目につきましては記載の通りでございます。
○ なお、営業費用は前年同期比で総額▲136億円の減少となっておりますが、このうち約▲98億円が費用節減によるものです。





○ 18ページ、19ページをご覧ください。連結決算の概要につきまして、セグメント別にご説明申し上げます。
○ 流通業は、対前年で77億円の増収でございます。コロナ影響がやや軽減したことで赤字幅は縮小したものの、営業損益は▲38億円の損失となりました。
○ 不動産業は、対前年で36億円の増収、営業利益は17億円増えて83億円となりました。SC業では、3回目の緊急事態宣言により一部店舗を除いて休業を実施したものの、黒字を確保しております。
○ その他事業は、旅行業が大幅に減収であったことなどにより、対前年▲221億円の減収、▲70億円の営業損失となりました。





○ 20ページをご覧ください。
○ 4月に社債を発行したことなどにより、第1四半期末の連結⾧期債務残高は、21年3月期末から1,769億円増加しております。



○ 次に業績予想についてご説明いたします。21ページをご覧ください。
○ 収入の基幹となります運輸収入につきましては、ワクチン接種とその後の行動制約の緩和次第で増減いたしますが、ご承知の通り不透明な状況が続いており、弊社独自で確たる判断を行うことが困難であることから、幅を持った想定とさせていただきました。
○ 結果、今回の業績予想では、前回より▲1,440億円～▲1,110億円の減少を見込み、4,990億円～5,320億円としております。
○ 営業収益全体につきましても、四半期実績が従来の予想を下回ったことに加えまして、コロナ影響が⾧期化していることを踏まえ、従来予想と比べて▲1,475億円～▲1,145億円の減少を見込み、5,890億円～6,220億円としております。
○ 営業費用につきましては、緊急的コスト削減の強化・継続により前回から更に▲105億円の減少を見込んでおりますが、営業損益は通期で▲1,340億円～▲1,010億円の赤字予想となっております。



○ 22ページをご覧ください。運輸収入の見通しを新幹線・在来線別に示してございます。
○ 新幹線収入の内訳ですが、山陽新幹線が1,940億円～2,150億円、北陸新幹線が205億円～225億円の計画となっております。
○ 需要回復時期等を見直した結果、対前回予想は右端欄に記載のように下方修正となります。



○ 23ページをご覧ください。単体営業費用の見通しです。
○ 収入に応じて変動する費用はございますが、変動幅は必ずしも大きいものではないことから、費用総額は前回予想より▲105億円少ない7,230億円となっております。
○ このうち、前回予想では▲800億円としておりましたコスト削減につきましては、安全を確保した中での緊急的コスト削減の強化、継続により上積みすることにより、▲860億円としております。



○ 連結の業績予想につきましては24ページから25ページをご覧ください。
○ 事業別で申し上げますと、新幹線のご利用との相関性が相対的に高い物販・飲食業、ホテル業は下方修正を行いました、鉄道需要回復シナリオを踏まえて2通りの計画を策定しましたが、それぞれ対前回で減収・減益の計画となっております。
○ 一方、不動産セグメントでは、コロナ禍でも堅調の不動産賃貸・販売業での収益・利益増や、SC売上高の回復、引き続いての経費節減効果等を見込んで、前回より増収・増益の計画となっております。
○ なお、旅行業につきましては、緊急事態宣言の発令等の影響により対前回で減収の計画ではございますが、継続的な経費削減効果等により、赤字幅は縮小する計画でございます。







○ 最後に、27ページをご覧ください。
○ 設備投資計画につきましては、連結・単体ともに今回の業績予想修正に伴う変更はございません。
○ 私からの説明は以上でございます。




